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調査の概要 

１．調査目的 

都内企業における従業員の兼業・副業の状況や外部人材の活用状況に関して現状や課題を把握し、今

後の行政運営の参考とする。 

 

２．調査方法 

調査票を郵送の上、郵送及びＷｅｂにより回答票を回収 

 

３．調査期間 

令和２年８月 20 日～10 月 30 日 

 

４．調査対象 

ア 都内中小企業：9,000 社 

中小企業基本法第２条第１項に定める中小企業のうち、東京都内に本社や工場等、企業の事業活動

拠点を有する企業で、従業員が 10 名以上の企業。 

ただし、日本標準産業分類大分類における、農業、林業、漁業及び鉱業を除く。 

イ 都内大企業：1,000 社 

中小企業基本法第２条第１項に定める中小企業以外の企業のうち、東京都内に本社や工場等、企業

の活動拠点を有する企業。 

ただし、日本標準産業分類大分類における、農業、林業、漁業及び鉱業を除く。 

 

５．回収状況 

調査票発送数： 10,000 票 

 有効発送数 ：  9,974 票 

 回収票合計 ：  2,879 票（回収率 28.9％） 

・郵送による回収 ： 2,099 票（72.9％） 

・Ｗｅｂによる回収：  780 票（27.1％） 

 有効回答数 ：  2,852 票 ［うち大企業 178 票（6.2％）、中小企業 2,674 票（93.8％）］ 

都内企業における兼業・副業に関する実態調査 

（概要版） 
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従業員の兼業・副業の状況 

（１）兼業・副業の制度・内容についての関心の有無 

兼業・副業の制度・内容についての関心の有無を尋ねたところ、「大いにある」が 3.8％、「あ

る」が 40.9％と、半数近くが兼業・副業の制度・内容についての関心を持っている。 

 

図表 1 兼業・副業の制度・内容についての関心の有無 

 

 

（２）従業員の兼業・副業を認めている状況 

従業員の兼業・副業については、「全面的に認めている」が 6.3％、「条件付で一部認めてい

る」が 28.6％となっており、約３分の１の企業が認めている。 

 

図表 2 従業員の兼業・副業を認めている状況 

 

 

（３）従業員の兼業・副業についての社内手続 

① 就業規則 

従業員の兼業・副業を認めている企業に対し、社内手続きを就業規則に定めているかどう

か尋ねたところ、「定めている」企業は 31.2％となっており、「就業規則以外に定めている」

と回答した企業は 3.7％である。 

 

図表 3 従業員の兼業・副業を就業規則に定めているか 

 

 

 

 

3.8 40.9 54.2 

1.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

大いにある ある 全くない 無回答
n=2,852

単位：％

6.3 28.6 64.3 

0.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全面的に認めている 条件付で一部認めている 認めていない 無回答
n=2,852

単位：％

31.2 64.4 

3.7 0.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

定めている 定めていない 就業規則以外に定めている 無回答
n=998

単位：％
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② 社内手続き 

従業員の兼業・副業を認めている企業の社内手続きとしては、「届出のみ」が 29.5％、「届

出と審査を実施」が 25.7％、「届出なし」が 34.6％などとなっている。 

 

図表 4 従業員の兼業・副業の社内手続き 

 

 

③ 従業員の兼業・副業を認めている形態 

従業員の兼業・副業を認めている形態としては、「個人事業主として」が 52.7％と最も多

く、「他社の社員として」が 36.6％、「家業従事者として」が 32.0％となっている。 

 

図表 5 従業員の兼業・副業を認めている形態［複数回答］ 

 
 

④ 従業員の兼業・副業を認めている理由 

従業員の兼業・副業を認めている理由としては、「柔軟な働き方による優秀な人材採用」が

38.7％で最も多く、「人材の定着（離職率の低下）」が 37.8％、「従業員のモチベーション向

上」が 35.2％とほぼ肩を並べ、「働き方改革の促進」が 28.7％と続いている。 

 

図表 6 従業員の兼業・副業を認めている理由［複数回答］ 

 

29.5 25.7 34.6 8.0 

2.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

届出のみ 届出と審査を実施 届出なし その他 無回答
n=998

単位：％

36.6 

52.7 

32.0 

28.5 

1.6 

 0.0  10.0  20.0  30.0  40.0  50.0  60.0

他社の社員として

個人事業主として

家業従事者として

その他

無回答
n=998

単位：％

38.7 

37.8 

18.7 

11.5 

15.1 

35.2 

3.1 

28.7 

3.9 

4.9 

17.2 

1.7 

 0.0  5.0  10.0  15.0  20.0  25.0  30.0  35.0  40.0  45.0

柔軟な働き方による優秀な人材採用

人材の定着（離職率の低下）

人材育成・従業員のスキル向上

シニア層の再就職支援

新たな知識・経営資源の獲得

従業員のモチベーション向上

企業のイメージアップ

働き方改革の促進

新規事業推進の戦力

過剰人員の活用

その他

無回答

n=998

単位：％
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（４）従業員の兼業・副業の効果、課題 

① 従業員の兼業・副業の効果の有無 

従業員の兼業・副業を認めている企業における効果については、「あった」が 6.6％、「や

やあった」が 26.4％で、効果を認めているのは約３割となっている。 

 

図表 7 従業員の兼業・副業の効果の有無 

 

 

② 従業員の兼業・副業の効果の内容 

従業員の兼業・副業を認めている企業の効果の内容としては、「人材の定着（離職率の低

下）」が 38.1％と最も多く、「従業員のモチベーション向上」が 32.6％、「柔軟な働き方によ

る優秀な人材採用」が 27.3％と続いている。 

 

図表 8 従業員の兼業・副業の効果の内容［複数回答］ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.6 26.4 24.6 33.3 9.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

あった ややあった あまりなかった なかった 無回答
n=998

単位：％

27.3 

38.1 

13.1 

8.7 

11.9 

32.6 

1.7 

14.2 

3.8 

5.5 

11.9 

 0.0  5.0  10.0  15.0  20.0  25.0  30.0  35.0  40.0  45.0  50.0

柔軟な働き方による優秀な人材採用

人材の定着（離職率の低下）

人材育成・従業員のスキル向上

シニア層の再就職支援

新たな知識・経営資源の獲得

従業員のモチベーション向上

企業のイメージアップ

働き方改革の促進

新規事業推進の戦力

過剰人員の活用

その他

n=344（「無回答」及び

「なかった」を除く）

単位：％
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③ 従業員の兼業・副業の課題・問題点 

従業員の兼業・副業を認めている企業における課題・問題点としては、「従業員の健康管理

上の問題」が 41.2％、「社内業務への支障」が 40.3％と多くなっており、「従業員の労務管理

上（労働時間・給与管理等）の問題」が 34.7％、「従業員の労務管理上（労働災害等）の問

題」が 23.3％、「会社のノウハウや機密情報の流出」が 22.8％などとなっている。 

 

図表 9 従業員の兼業・副業の課題・問題点［複数回答］ 

 
 

④ 従業員の兼業・副業の今後の方針 

従業員の兼業・副業を認めている企業における今後の方針として、どのように考えている

か尋ねたところ、88.8％が「現状を維持する」と回答し、「制度をさらに拡充する」が 3.3％、

「制度を見直し縮小する」が 1.6％などとなっている。 

 

図表 10 従業員の兼業・副業の今後の方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15.1 

16.7 

22.8 

40.3 

41.2 

34.7 

23.3 

21.9 

3.7 

1.9 

 0.0  5.0  10.0  15.0  20.0  25.0  30.0  35.0  40.0  45.0

会社の秩序が乱れる

人材の流出

会社のノウハウや機密情報の流出

社内業務への支障

従業員の健康管理上の問題

従業員の労務管理上（労働時間・

給与管理等）の問題

従業員の労務管理上

（労働災害等）の問題

特に課題はない

その他

無回答
n=998

単位：％

88.8 

3.3 

1.6 1.1 

3.2 

2.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

現状を維持 制度をさらに拡充する 制度を見直し縮小する 制度を廃止する その他 無回答
n=998

単位：％
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（５）従業員の兼業・副業を認めていない理由（懸念されること）と今後の方針 

① 従業員の兼業・副業を認めていない理由（懸念されること） 

従業員の兼業・副業を認めていない企業に、その理由（懸念されること）を尋ねたところ、

「本業が疎かになる」が 67.7％で最も多く、「業務への支障」が 63.8％、「従業員の健康管理

上の問題」50.9％、「従業員の労務管理上（労働時間・給与管理等）の問題」が 45.7％など

となっている。 

 

図表 11 従業員の兼業・副業を認めていない理由（懸念されること）［複数回答］ 

 
 

② 企業における今後の方針 

従業員の兼業・副業を認めていない企業における今後の方針としては、「当面取り組む予

定はない」が 66.3％と最も多く、「従業員の意向によって検討する」が 22.4％、「地域や他社

の動向を見て検討する」が 12.7％、「課題が解消されれば導入する」が 10.1％となっている。 

 

図表 12 企業における今後の方針［複数回答］ 

 
 

 

 

 

67.7 

26.8 

17.6 

29.9 

63.8 

50.9 

45.7 

35.3 

5.7 

1.1 

 0.0  10.0  20.0  30.0  40.0  50.0  60.0  70.0  80.0

本業が疎かになる

会社の秩序が乱れる

人材の流出

会社のノウハウや機密情報の流出

業務への支障

従業員の健康管理上の問題

従業員の労務管理上（労働時間・

給与管理等）の問題

従業員の労務管理上

（労働災害等）の問題

その他

無回答

n=1,834

単位：％

66.3 

22.4 

12.7 

10.1 

2.6 

1.0 

 0.0  10.0  20.0  30.0  40.0  50.0  60.0  70.0

当面取り組む予定はない

従業員の意向によって検討する

地域や他社の動向を見て検討する

課題が解消されれば導入する

その他

無回答 n=1,834

単位：％
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兼業・副業による外部人材活用の状況 

（１）主に不足している専門人材 

主に不足している専門人材について尋ねたところ、「不足していない」が 27.5％であるもの

の、不足している人材としては「営業」が 26.2％で最も多く、「IT・システム」が 21.1％、「技

術管理」が 17.1％、「管理職（マネジメント職）」が 14.7％などとなっている。 

 

図表 13 主に不足している専門人材［複数回答］ 

 
 

（２）兼業・副業による外部人材活用状況 

① 外部人材を活用した実績の有無 

外部人材を「活用した実績がある」は 12.3％で、「活用した実績はない」が 81.2％である。 

図表 14 外部人材を活用した実績の有無 

 
 

② 兼業・副業による外部人材の活用形態 

兼業・副業による外部人材を活用した実績のある企業に、その活用形態を尋ねたところ、

「業務委託契約」が 65.7％で最も多く、「雇用契約」が 34.3％となっている。 

図表 15 兼業・副業による外部人材の活用形態［複数回答］ 

 

8.0 

10.5 

10.1 

3.7 

26.2 

21.1 

17.1 

14.7 

11.5 

27.5 

2.9 

 0.0  5.0  10.0  15.0  20.0  25.0  30.0

経営管理

人事・労務

財務・経理

海外展開専門職

営業

IT・システム

技術管理

管理職（マネジメント職）

その他の人材

不足していない

無回答 n=2,852

単位：％

12.3 81.2 

4.9 1.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

活用した実績がある 活用した実績はない 不明 無回答
n=2,852

単位：％

34.3 

65.7 

10.9 

1.4 

 0.0  10.0  20.0  30.0  40.0  50.0  60.0  70.0

雇用契約

業務委託契約

その他

無回答
n=350

単位：％
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③ 兼業・副業による外部人材の平均活用期間 

兼業・副業による外部人材を活用した実績のある企業に、その平均活用期間を尋ねたとこ

ろ、「１年以上」が 55.4％と過半数を占めている。 

 

図表 16 兼業・副業による外部人材の活用期間 

 

 

④ 活用している兼業・副業による外部人材 

兼業・副業により活用している外部人材を尋ねたところ、「個人事業主」が 58.0％で最も

多く、「他社の従業員」が 43.1％、「他社の経営者」が 8.6％となっている。 

 

図表 17 活用している兼業・副業による外部人材［複数回答］ 

 

 

（３）兼業・副業による外部人材の役割 

兼業・副業による外部人材を活用した実績のある企業における外部人材の役割としては、「専

門職」が 51.1％で最も多く、「一般人材」が 33.4％、「顧問・アドバイザー人材」が 27.1％な

どとなっている。 

 

図表 18 兼業・副業による外部人材の役割［複数回答］ 

 
 

 

 

 

5.1 7.4 8.3 14.9 55.4 7.4 

1.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

１か月以内 ３か月以内 半年以内 １年未満 １年以上 その他 無回答
n=350

単位：％

8.6 

43.1 

58.0 

12.0 

1.1 

 0.0  10.0  20.0  30.0  40.0  50.0  60.0  70.0

他社の経営者

他社の従業員

個人事業主

その他

無回答
n=350

単位：％

27.1 

5.7 

3.1 

33.4 

51.1 

7.1 

4.0 

 0.0  10.0  20.0  30.0  40.0  50.0  60.0

顧問・アドバイザー人材

部門管理者

グローバル人材

一般人材

専門職

その他

無回答

n=350

単位：％
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（４）兼業・副業による外部人材を活用している理由 

兼業・副業による外部人材を活用している理由としては、「人材不足の解消」が 66.0％と突

出して多く、「業務の効率化」が 27.1％、「人件費の軽減」が 21.7％、「新たな知識・経営資源

の獲得」が 21.4％などとなっている。 

 

図表 19 兼業・副業による外部人材を活用している理由［複数回答］ 

 
 

（５）兼業・副業による外部人材活用の効果 

兼業・副業による外部人材を活用した実績のある企業における兼業・副業による外部人材活

用の効果が「あった」とする企業が 52.3％と過半数を占め、「ややあった」の 31.4％と合わせ

ると、８割以上の企業が効果を認めている。 

効果の内容としては、「人材不足の解消」が63.6％と突出しており、「業務の効率化」が27.2％、

「新たな知識・経営資源の獲得」が 23.4％、「人件費の軽減」が 21.8％、「従業員がコア業務に

集中できる」が 17.2％などとなっている。 

 

図表 20 兼業・副業による外部人材活用の効果 

 
 

66.0 

14.0 

16.0 

21.4 

27.1 

21.7 

11.7 

12.3 

3.4 

2.6 

1.1 

 0.0  10.0  20.0  30.0  40.0  50.0  60.0  70.0

人材不足の解消

従業員がコア業務に集中できる

新規事業推進の戦力

新たな知識・経営資源の獲得

業務の効率化

人件費の軽減

人脈拡大

人材育成・従業員のスキル向上

その他

特にない

無回答
n=350

単位：％

52.3 31.4 9.4 

3.7 

3.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

あった ややあった あまりなかった なかった 無回答
n=350

単位：％
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図表 21 兼業・副業による外部人材活用の効果の内容［複数回答］ 

 
 

（６）兼業・副業による外部人材の発掘方法 

兼業・副業による外部人材を活用した実績のある企業における外部人材の発掘方法としては、

「社員・知人からの紹介」が 61.1％と突出しており、「取引先の紹介」が 20.6％、「人材紹介サ

ービス」が 19.4％、「求人サイト」が 19.1％、「求人広告（新聞・オリコミ）・求人誌」が 11.7％

などとなっている。 

図表 22 兼業・副業による外部人材の発掘方法［複数回答］ 

 
 

（７）兼業・副業による外部人材活用の今後の考え 

兼業・副業による外部人材を活用した実績のある企業における今後の考えとしては、「今後

も継続して活用」が 75.7％を占めている。 

 

図表 23 兼業・副業による外部人材活用の今後の考え 

 
 

63.6 

17.2 

12.6 

23.4 

27.2 

21.8 

12.6 

13.4 

2.1 

0.0 

 0.0  10.0  20.0  30.0  40.0  50.0  60.0  70.0

人材不足の解消

従業員がコア業務に集中できる

新規事業推進の戦力

新たな知識・経営資源の獲得

業務の効率化

人件費の軽減

人脈拡大

人材育成・従業員のスキル向上

その他

特にない

n=239（「無回答」及び

「なかった」を除く）

単位：％

11.7 

19.1 

19.4 

2.3 

61.1 

20.6 

10.6 

2.0 

2.0 

 0.0  10.0  20.0  30.0  40.0  50.0  60.0  70.0

求人広告（新聞・オリコミ）・求人誌

求人サイト

人材紹介サービス

クラウドソーシング

社員・知人からの紹介

取引先の紹介

その他

不明

無回答

n=350

単位：％

75.7 

0.9 1.1 

9.4 11.7 

1.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今後も継続して活用 活用対象職種を拡大予定 活用対象職種を縮小予定

今後は活用の予定はない 未定 無回答

n=350

単位：％
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（８）兼業・副業による外部人材の活用の課題・問題点等 

兼業・副業による外部人材を活用した実績のある企業における兼業・副業による外部人材活

用の課題・問題点等としては、「特にない」が 33.4％と多いものの、「労務管理上（労働時間・

給与管理等）の問題」が 20.6％、「費用対効果が合わない」が 18.6％、「求める人材とのミスマ

ッチ」が 18.3％、「ノウハウ・機密情報の流出が懸念される」が 13.4％などとなっている。 

図表 24 兼業・副業による外部人材の活用の課題・問題点等［複数回答］ 

 
 

（９）兼業・副業による外部人材を活用していない理由（懸念されること） 

兼業・副業による外部人材を活用した実績がない企業における活用していない理由（懸念さ

れること）としては、「会社のノウハウや機密情報の流出懸念」が 35.7％で最も多く、「従業員

の労務管理上（労働時間・給与管理等）の問題」が 33.8％、「費用対効果が不明」が 32.0％、

「活用のノウハウがない」が 29.8％、「従業員の労務管理上（労働災害等）の問題」が 23.9％、

「会社の秩序が乱れる」が 22.9％などとなっている。 

 

図表 25 兼業・副業による外部人材を活用していない理由（懸念されること）［複数回答］ 

 
 

18.3 

18.6 

10.6 

20.6 

8.0 

13.4 

4.6 

2.6 

10.0 

3.1 

33.4 

4.0 

 0.0  10.0  20.0  30.0  40.0

求める人材とのミスマッチ

費用対効果が合わない

対象業務の切り出しが難しい

労務管理上（労働時間・給与管理等）の問題

労務管理上（労働災害等）の問題

ノウハウ・機密情報の流出が懸念される

マネジメント・管理方法が不明

契約書の作成方法が分からない

マッチングの機会が少ない

その他

特にない

無回答 n=350

単位：％

22.9 

35.7 

33.8 

23.9 

29.8 

32.0 

14.2 

19.3 

11.6 

12.7 

1.3 

 0.0  10.0  20.0  30.0  40.0  50.0

会社の秩序が乱れる

会社のノウハウや機密情報の流出懸念

従業員の労務管理上（労働時間・給与管理等）の問題

従業員の労務管理上（労働災害等）の問題

活用のノウハウがない

費用対効果が不明

指揮命令が不明確となる

社員以外の会社への立入りへの抵抗

人材の見つけ方が分からない

その他

無回答
n=2,455

単位：％
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（10）兼業・副業による外部人材活用の今後の方向性 

兼業・副業による外部人材を活用した実績がない企業における今後の方向性としては、「今

後も活用しない」が 48.0％と約半数を占めているが、「経営上の判断によって活用する」が

23.7％、「懸念事項が解消されれば活用する」が 12.7％あり、「他社の動向を見て検討する」が

9.0％などとなっている。 

 

図表 26 兼業・副業による外部人材活用の今後の方向性 

 
 

 

行政に求める支援や要望等  

兼業・副業による外部人材の活用にあたり、行政に求める支援としては、「特にない」が 55.8％

と多いものの、「社内規定の整備」が 16.7％、「外部人材の活用事例の紹介」が 15.4％、「活用ノ

ウハウの提供」が 15.2％、「マッチング機会の提供」が 11.9％、「採用ノウハウの提供」が 10.7％

などとなっている。 

 

図表 27 兼業・副業による外部人材の活用にあたり、行政に求める支援［複数回答］ 

 
 

2.6 

23.7 9.0 12.7 48.0 

2.9 1.2 
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

活用する方向で検討 経営上の判断によって活用する 他社の動向を見て検討する
懸念事項が解消されれば活用する 今後も活用しない その他
無回答

n=2,455

単位：％

7.7 

15.4 

10.7 

15.2 

11.9 

16.7 

3.2 

55.8 

3.4 

 0.0  10.0  20.0  30.0  40.0  50.0  60.0

採用・活用等に関する相談

外部人材の活用事例の紹介

採用ノウハウの提供

活用ノウハウの提供

マッチング機会の提供

社内規定の整備

その他

特にない

無回答 n=2,852

単位：％
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参考資料（アンケート調査票） 
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